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退職者医療制度の経過措置の早期終了について（要請） 

 

 

 退職者医療制度は、医療費の多くかかる高齢退職者が被用者保険から国民健康保

険に移ることにより、国民健康保険へ過度の負担となることから、国民健康保険の財政

を支える調整措置として、昭和 59年に創設された。 

その後、平成 20 年度に前期高齢者医療制度が創設され、65 歳から 74 歳までの前

期高齢者について、被用者保険と国民健康保険との間での財政調整が行われること

となったため、退職者医療制度は廃止されたが、平成 26 年度までに新たに適用され

た者が 65歳に達するまでの間は制度が継続する経過措置が設けられた。 

昭和 59 年の制度創設時に約 260 万人であった対象者は、令和元年度には約 5 万

人まで減少しているが、多くの対象者が元年度に 65 歳に達するため、2 年度には約

600人まで激減する見込みである。 

このため、被用者保険の拠出額は、大幅に減少し、国民健康保険の財政を支えると

いう本来の役割を終えている上、一部の特定健保組合を除くすべての被用者保険保

険者において、支払基金に支払う事務費が拠出額を上回る事態となっている。 

経過措置は対象者が 1 人でも存在すれば継続するため、最長で令和 7 年度まで継

続することが見込まれているが、このように最後の 1 人についてまで調整を行おうとす

ることは、対象者数、被用者保険の拠出総額、各保険者の拠出金に係る事務、支払

基金に係る経費等を鑑みると、極めて不合理と言わざるを得ない。 

ついては、現在の対象者がすべて対象から外れるのを待たずに、経過措置を早期

に終了することを強く要請する。 


